
日産化学株式会社は2025年5月15日、2022年度に開始した6ヶ年中期経営計画「Vista2027」の後半
3ヶ年（2025年度～2027年度）である「Stage II」を正式にスタートさせました 。本計画は「価
値共創で未来に挑む企業へ」をスローガンに掲げ、持続的な成長と安定収益の礎を築くことを目指し
ています 。同社は2024年度実績で売上高2,514億円、営業利益568億円を達成し、営業利益率
22.6%という高水準を維持しています 。

Vista2027 Stage IIでは、2027年度の数値目標として売上高2,930億円（2024年度比+416億円）、
営業利益650億円（同+82億円）を設定しています 。これは年平均成長率（CAGR）でそれぞれ5%

の成長を意味し、ROE18%以上、売上高営業利益率20%以上の維持を目指しています 。

同社は3つの基本戦略を掲げています 。第一に「現有事業の利益拡大」として、Go/Stopの迅速
化、ターゲット材料の明確化、戦略投資（M&A）の積極活用を進めます 。第二に「成長分野の強
化」では、半導体と農業化学品へ資源を集中投下し、次世代材料・新剤の開発を加速します 。第三
に「2030年を見据えた新製品の開発」として、半導体実装材料、EUV材料、バイオ農薬、新規動物
薬などの開発に注力します 。

機能性材料セグメントでは、半導体材料を中心とした拡販と次世代材料の開発に注力し、2027年度
の売上高1,224億円、営業利益342億円を目指します 。特に半導体材料に資源を集中投下し、シェ
ア維持・拡大を図るとともに、M&Aを活用して自前主義からの脱却を進めます 。

農業化学品セグメントでは、国内市場シェアNo.1の堅持と海外市場への拡販を目標とし、2027年度
の売上高975億円、営業利益259億円を計画しています 。新剤（除草剤ベルダー、除草剤NC-

656、殺虫剤NC-520）の開発・上市に加え、新規動物薬、バイオ農薬・農業資材の開発を加速しま
す 。

同社は2025-27年度累計で設備投資796億円、研究開発費716億円を計画しており、2022-24年度累
計比でそれぞれ39%、38%の大幅な増加を予定しています 。特に機能性材料分野への投資を重点
化し、設備投資では全体の57%、研究開発費では47%を配分する計画です 。

日産化学株式会社「Vista2027 Stage II」中期経営計
画の包括的分析
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アナリストからは、同社の高い営業利益率22.6%と研究開発費比率8-9%が評価されており、化学業
界の中でも突出した収益性を持つ企業として認識されています 。ただし、市場の高い期待に応
えきれず、株価は近年やや苦戦している状況も指摘されています 。

2027年度における次世代材料・新剤の売上高は239億円を計画しており、2030年度にはさらなる拡
大を見込んでいます 。主要な次世代製品として、EUV材料、三次元実装材料、次世代EL材料、新規
オルガノシリカゾルなどが挙げられており、これらが将来の成長ドライバーとして期待されています
。

半導体材料分野では、アジア市場での競争激化が懸念されています 。特に総合化学メーカーとの競
争において、日産化学は従来の高シェア製品での地位維持が課題となっています 。また、農薬分野
では中国勢との価格競争激化により、一部製品で採算悪化のリスクが指摘されています 。

化学品セグメントでは2024年度に28億円の減損処理を実施し、アンモニア系製品の収益性改善が急
務となっています 。同社は2025-30年度累計で40-50億円の固定費・変動費削減を計画してお
り、2027年度には営業利益率5%以上の確保を目指しています 。

日産化学は海外製造拠点の戦略的拡充を進めており、インドのNissan Bharat Rasayan社の農薬原体
工場が2022年度に商業稼働を開始しました 。また、韓国のNCK社の半導体材料工場も2024年度
に稼働を開始し、アジア市場での供給体制を強化しています 。

同社の海外売上高比率は機能性材料分野で8割以上に達しており、世界100カ国以上で製品を販売す
るグローバル企業として成長しています 。特に半導体材料「ARC」ではアジアシェア70%、ディ
スプレイ材料「サンエバー」では世界シェア50%を獲得しています 。

2022年には米国Arieca社との製造パートナーシップを締結し、液体金属ベースの熱界面材料
（TIM）のアジア市場向け製造を袖ケ浦工場で開始しました 。これにより、半導体業界の脱炭素化
目標達成に貢献するとともに、サプライチェーンの強靭性向上を実現しています 。
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同社は総合職の約40%を研究開発要員として配置しており、2027年度計画では研究所人員を510名
（2024年度比+7%）に増員する予定です 。特にデータサイエンティスト育成プログラムの推進
や、マテリアルズ・インフォマティクス（MI）の活用により、研究開発の効率化と高速化を図ってい
ます 。

人材戦略では、研究所女性総合職比率18%以上、人材育成に関する社員意識調査肯定回答率65%以上
を2027年度目標として設定しています 。同社は2022年に人事制度を一新し、役割等級制度を導入
することで、社員一人ひとりのキャリアプランを支援する体制を構築しました 。

また、タレントマネジメントシステムの導入により、社員の専門性・経験・スキルの可視化と人材配
置の最適化を目指しています 。グローバル人材育成では、海外語学留学の再開や海外研究機関へ
の人材派遣なども実施しています 。

日産化学は化学業界の中でも特に強力な特許網を構築しており、材料分野に限定した場合、研究開発
費比での特許保有数は化学同業30社平均の約2倍となっています 。2025年の特許取得件数ランキ
ングでは第184位の70件を記録し、継続的な知財創出を実現しています 。

同社の知財戦略では、シームレスな知財活動として、情報活用、遅滞ない知財権利化、適切な知財活
用、知財リスクマネジメント、契約・渉外支援を一体的に推進しています 。特にIPランドスケー
プ（IPL）活動により、事業支援機能を強化しています 。

同社は研究開発費比率8-9%という高水準を維持しており、これは大手総合化学6社平均の4%未満を
大きく上回る投資レベルです 。この積極的な研究開発投資により、独自の革新的技術で社会の要
請に応える未来創造企業としての地位を確立しています 。

金融市場では、日産化学の2024年度業績が全ての利益項目で過去最高を更新したことが高く評価さ
れています 。特に営業利益率22.6%の維持とROE18.7%の高水準が、構造的な成長力の裏付けと
して評価されています 。

一方で、アナリストからは成長性への期待と現実のギャップが指摘されており、市場の高い期待に応
えきれていない状況も見受けられます 。専門家は、同社の成長戦略の鍵として「選択と集中」
と「研究開発のスピードアップ」の重要性を強調しています 。
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同社は2027年度非財務指標目標として、日産化学サステナブルアジェンダ（社会課題解決に貢献す
る製品・サービスの全売上に占める割合）60%以上、GHG排出量2018年度比30%以上削減を設定し
ています 。これらの取り組みは、カーボンニュートラル実現に向けた具体的なロードマップとして
評価されています 。

Vista2027 Stage IIは、日産化学の持続的成長を実現するための包括的な戦略として設計されてお
り、特に成長分野への経営資源集中と次世代製品開発の加速が注目されています 。同社の高い収益
性と技術力を基盤とした戦略は、投資家や業界関係者から一定の評価を得ていますが、市場の期待に
応える成長の実現が今後の課題となっています 。

特に半導体材料や農業化学品分野での競争優位性の維持、新製品開発のスピードアップ、グローバル
市場でのプレゼンス拡大が、同社の中長期的な企業価値向上の鍵となると考えられます 。
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